







史の比較研究における筆者の中心的な関心は ‘ 朝鮮総督府万能論 ’ に対する疑問だ。植民
地朝鮮史を説明してきた大枠の理論（植民地近代化論、植民地収奪論、植民地近代性論




1　本稿では植民地行政機関に関して、台湾の縣 · 廳 · 州並びに朝鮮の道を広域行政機関（略称を広































































































地方行政を本格的に実施するために 1897 年に勅令（第 157 号）により街庄長の設置を規
定し、街庄長が（中間機関である）辨務署長の指揮下で地方行政事務を補助するものとし
た9。植民地化以前に存在していた自然村である「旧街庄」約 8,000 個 10 を数個、あるい












10　1901 年～ 1902 年に実施された〈本島發達ニ關スル沿革調査〉の結果によると、台湾全島にわた

























13　1870 年現在、徴税などのために設定された半（semi）行政機構の堡と里が 138 個であった一方、




SysteminTaiwan,1895-1945”,The Journal of Asian Studies,Vol.34,No2,1975,pp.413-415）。台
湾島北部の宜蘭地域を例に挙げると、1886 年の時点で全 12 個の堡が置かれ、1897 年には 44 個の





年度 支廳 街庄役場15 街庄長
街庄
街 庄 社 16 鄕 17 計
1901 93 597 597 8,000
1902 94 548 548
1903 89 541 541
1904 89 513 513 3,17018
1905 83 459 469 7619 2,736 118 79 3,009
1906 83 459 454 76 2,736 118 79 3,009
1907 83 460 455 76 2,736 118 79 3,009





「新街庄」である（施添福，『蘭陽平原的傳統聚落』，54-58 頁）。この表では 1905 年～ 1919 年の







15　1901 年～ 1904 年の街庄役場は『統計書』に提示されていない。便宜上、街庄長の数字を街庄役
場と同一のものとみなす。反対に 1920 年から 1922 年の街庄長が『統計書』に提示されていない。
便宜上、1923 年の街庄役場と街庄長の比例を考慮し 1920 年は 262 人、1921 年− 22 年は 263 人と





1997）に提示されている街庄長の数は 1900 年が 737 人、1901 年が 692 人、1902 年が 564 人、1903
年が 534 人、1904 年が 505 人となっており、『統計書』の数値と多少の違いがある（1901 年の『旧
植民地人事總覽』には臺南縣の街庄長名簿が表示されておらず、便宜上 1900 年の臺南縣の街庄長
319 人にその他の地域の 1901 年街庄長 374 人を加えた 692 人と表示した）。
16　「社」は原住民の居住地（蕃地）の街庄の呼称である。
17　「鄕」は澎湖島の街庄の呼称である。
18　1904 年に実施された「街庄狀況調査」の結果、街庄の数は 3,170 個であった（佐藤正広，「日本
統治初期における総督府の地方行政システムの形成─街庄および保甲の制度と実態」，『淡江史學』
24，2012，325 頁）。
19　藍奕靑（『帝國之守』，84 頁）は『臺灣總督府府報』（以下、『府報』）第 1812 號（1905 年8月 22
植民地台湾と朝鮮の基層行政運用
− 95 −
年度 支廳 街庄役場15 街庄長
街庄
街 庄 社 16 鄕 17 計
1909 87 455 455 73 2,734 114 79 3,000
1910 87 455 438 73 2,732 128 79 3,012
1911 87 455 442 72 2,730 128 79 3,009
1912 85 455 440 72 2,730 128 79 3,009
1913 89 455 444 72 2,706 75 79 2,932
1914 82 455 443 72 2,705 77 79 2,933
1915 84 455 432 72 2,705 77 79 2,933
1916 85 455 442 69 2,701 78 83 2,931
1917 86 455 440 69 2,701 78 83 2,931
1918 86 455 443 68 2,700 72 84 2,924
191920 86 455 432 68 2,700 72 84 2,924
郡 · 市役所 + 支廳 街庄役場 街庄長
街庄
（市）街 庄 區 その他 21 計
1920 56 281 262 38 228 18 725 1,009
1921 56 282 263 39 227 18 689 973
1922 57 282 263 39 227 19 690 975
1923 57 282 263 39 227 19 650 935
1924 58 280 259 39 227 19 650 935
1925 59 280 259 39 227 19 650 935
1926 59 280 254 39 227 19 649 934
1927 60 280 259 39 227 19 649 934
1928 60 280 260 41 225 19 648 933
1929 62 278 260 41 225 19 648 933
1930 62 278 259 41 225 19 648 933
1931 62 275 259 42 223 18 596 878
1932 64 273 255 47 217 18 580 862
1933 64 273 255 47 217 18 580 862
1934 64 273 254 47 217 18 580 862
1935 64 273 255 47 217 18 580 862
1936 64 273 252 49 215 18 570 852
1937 62 271 277 46 225 − 570 841
1938 62 271 268 46 225 − 571 842
1939 64 267 270 56 211 − 571 838




20　『統計書』（1919 年版）の〈第9表：州 · 廳 · 郡 · 市役所 · 支廳 · 街庄 · 區役場及市 · 街 · 庄等〉は
「大正9年（＝ 1920 年）11 月1日」となっており、1919 年の状況が反映されていない。また、
1920 年の制度改定以前にあたる。従って、1920 年の数値よりは 1918 年の数値を 1919 年のものと
みなす方が実際の状況により近いと判断し、1918 年の数値を記した。ただし、街庄長は別の統計




　まず、1901 年現在、街庄役長は 597 個であったが、戸口の把握が完了した 1905 年に
は 459 個の街庄役場（と 469 名の街庄長）に統合された。以後、〈街庄區長設置に關する
規定〉（勅令第 217 号）に従い街庄長が區長に改称され、1909 年には 455 個の區役場（と
455 名の區長）が統合され、それは 1920 年の地方制度の改定まで基本的には維持された。






とはならなかった。例えば、1916 年、區職員の日本語能力調査によると、區長 425 名の
うち日本語を理解し筆記できる者は 41 名（約 9.6%）に過ぎず、區書記 819 名中、日本語








22　「區長及區書記を置く件（勅令第 217 號）」，『府報』2798 號，1909 年9月 24 日，44 頁。






蘭廳の 24 個の旧庄役場を調査した結果、在職期間が 15 年をこえる旧庄が2人、10 ～ 15 年が7人、











1904 513 513 1.00
1905 469 469 1.02
1906 454 454 0.99
1907 455 455 0.99
1908 456 456 1.00
1909 455 578 1,033 2.26
1910 438 638 1,076 2.36
1911 442 699 1,141 2.51
1912 440 803 1,243 2.73
1913 444 800 1,244 2.73
1914 443 826 1,269 2.79
1915 432 819 1,251 2.75
1916 442 826 1,268 2.79
1917 440 837 1,277 2.81
1918 443 870 1,313 2.89










吏員 合計（c） その他 31街庄長（b） 街庄長合計（a+b） 助役
1920 262 241 1,449 1,952 − 7.45
1921 263 242 1,469 1,974 − 7.51
28　『統計書』（各年度）。
29　ただし、區書記の設置が 1909 年から始められたとはいえ、區書記の役割を担う存在が 1909 年以























吏員 合計（c） その他 31街庄長（b） 街庄長合計（a+b） 助役
1922 263 242 1,489 1,994 − 7.58
1923 9 254 263 242 1,509 2,014 516 7.66
1924 7 252 259 203 1,554 2,016 493 7.78
1925 7 252 259 212 1,627 2,098 508 8.10
1926 7 247 254 207 1,608 2,069 688 8.15
1927 9 250 259 215 1,677 2,151 853 8.31
1928 8 252 260 220 1,727 2,207 892 8.49
1929 8 252 260 220 1,788 2,268 906 8.72
1930 9 250 259 216 1,804 2,279 955 8.80
1931 10 249 259 218 1,868 2,345 1,042 9.05
1932 16 239 255 217 1,850 2,322 985 9.11
1933 16 239 255 218 1,873 2,346 1,079 9.20
1934 17 237 254 218 1,935 2,407 1,435 9.48
1935 16 239 255 2,411 2,666 1,600 10.45





待遇 吏員 合計 その他
1937 29 248 277 2,674 2,951 3,979 10.65
1938 26 242 268 2,861 3,129 4,816 11.68
1939 28 242 270 3,025 3,295 5,954 12.20



























年度 府郡（島） 面 面長 （町）洞里 年度 府郡（島） 面 面長 （町）洞里
1910 329 − 68,819 1926 232 2,503 2,503 28,260
1911 329 − 62,532 1927 232 2,503 2,503 28,240
1912 329 4,341 3,931 61,473 1928 232 2,493 2,493 28,240
1913 232 4,337 3,744 58,467 1929 232 2,470 2,470 28,313
1914 232 2,522 2,514 48,543 1930 234 2,467 2,467 28,299
1915 232 2,521 2,511 44,648 1931 234 2,464 2,464 28,287
1916 232 2,517 2,507 28,383 1932 234 2,464 2,464 28,338
1917 232 2,517 2,504 28,238 1933 234 2,446 2,446 28,356
1918 232 2,508 2,508 28,277 1934 234 2,393 2,393 28,387
1919 232 2,509 2,509 28,249 1935 237 2,393 2,393 28,382
1920 232 2,507 2,507 28,280 1936 238 2,374 2,374 28,490
1921 232 2,507 2,507 28,287 1937 238 2,371 2,371 28,489
1922 232 2,507 2,507 28,295 1938 239 2,366 2,366 28,500
1923 232 2,504 2,504 28,278 1939 240 2,350 2,350 28,509
1924 232 2,504 2,504 28,300 1940 240 2,337 2,337 −
1925 232 2,503 2,503 28,300
　まず、府制の実施に加え、府郡の統廃合が断行された結果、従来の 12 府 317 郡が 12 部
220 郡に変化した 35。翌年の 1914 年には面の統廃合の結果、1913 年の 3,744 個から 2,511 個
に急減した 36。面制が実施された 1917 年以降からは面と面長の数が一致している状況を確



















年度 末端機関の行政人員 合計（c） 末端行政人員1（c/a）面長（a） 面吏員（b）
1912 3,931 6,119 10,050 2.56
1913 3,744 6,824 10,568 2.82
1914 2,514 5,410 7,924 3.15
1915 2,511 6,350 8,861 3.53
1916 2,507 8,117 10,624 4.24
1917 2,504 9,520 12,024 4.80
1918 2,508 11,485 13,993 5.58
1919 2,509 11,902 14,411 5.74
平均（1912-1919） 4.05
1920 2,507 15,127 17,634 7.03
1921 2,507 15,453 17,960 7.16
1922 2,507 15,526 18,033 7.19
1923 2,504 15,550 18,054 7.21
1924 2,504 15,849 18,353 7.33
1925 2,503 15,502 18,005 7.19
1926 2,503 15,856 18,359 7.33
1927 2,503 13,108 15,611 6.24
1928 2,493 14,341 16,834 6.75
1929 2,470 14,506 16,976 6.87
1930 2,467 14,528 16,995 6.89
1931 2,464 14,403 16,867 6.85
1932 2,464 14,444 16,908 6.86
1933 2,446 14,457 16,903 6.91
1934 2,393 14,730 17,123 7.16
1935 2,393 15,858 18,251 7.63
1936 2,374 17,244 19,618 8.26
平均（1920-1936） 7.11
1937 2,371 17,395 19,766 8.34
1938 2,366 17,573 19,939 8.43
1939 2,350 18,948 21,298 9.06
1940 2,337 20,061 22,398 9.58
1941 2,334 22,297 24,631 10.55
1942 2,329 23,352 25,681 11.03
平均（1937-1942） 9.50


































1901 967 4,855 60
1902 1,067 5,425 66
1903 1,087 5,542 66
1904 1,153 5,938 70
1905 1,281 6,659 77
1906 1,337 6,954 79
1907 1,345 7,002 79
1908 1,355 7,048 79
1909 1,374 7,143 79
1910 1,449 7,532 82
1911 1,460 7,622 81
1912 1,490 753 7,807 4,036 81 56
1913 1,500 814 7,887 4,292 81 59
























1915 1,559 1,242 8,264 6,565 83 88
1916 1,535 1,263 8,136 6,666 81 88
1917 1,564 1,280 8,289 6,755 81 88
1918 1,563 1,291 8,284 6,825 81 88
1919 1,623 1,298 8,600 6,905 83 88
1920 2,523 1,314 13,374 7,079 128 88
1925 2,693 1,442 14,760 7,510 129 88
1930 2,953 1,549 16,831 8,196 129 90
1935 3,387 1,731 19,471 9,148 132 92
1938 3,617 1,805 21,051 9,637 132 94
　末端機関である街長と面を比べると、台湾よりも朝鮮がわずかに周密な配置となってい
ることがわかる。比較可能な 1910 年代をみると、1915 年の街庄当りの戸口は 1,559 戸で
あるのに対し、面当りの戸口は 1,242 戸で、朝鮮面長の担当しなければならなかった戸口
が 20% ほど少なかった。同年、街庄当りの人口は 8,264 人、面当りの人口は 6,565 人で、
面長の担当する人口は約 21% 少ない。面積に関しては、1910 年代までは同じような推移
を見せていたが（1920 年台湾の地方制度改定による統廃合が進められた後の）1925 年に




5）。1919 年までの街庄並びに面当りの行政人員は 2.10：4.05 で、やはり朝鮮における末
端行政機関の行政人員配置がより周密であった。1919 年～ 1936 年では 8.63：7.11 となり、









































































と警察─ 1905 ～ 1945 年』，校倉書房，2009，167-168 頁）。


















り存在する。1937 年− 1938 年に執筆されたと推測される伊藤泰吉（朝鮮総督府警務局図
書課課長）の『朝鮮警察の一斑』には「茲数年間の実績に徴して見るも毎年その［助長行
政に従事する］延人員は二十万人内外で、一日平均五百五十人乃至六百人に上つてゐる。
即ち警察官総数の約三 % は常時斯る特殊事務に従事」と記されている 50。1937 年時点での




長行政は 209,931 件、442,108 時間に上っていた 52。② 1932 年に刊行された『臺灣の警察』
によれば、1931 年の台湾巡査による助長行政は 459,962 時間で、それは1日8時間勤務の
巡査が1年 300 日勤務すると仮定した場合、およそ 191 人に該当する 53。③ 1935 年に刊行
示，警察部長會議席上にて，助長行政の援助」，『朝鮮新聞』，1926 年7月6日）つまり、寺内の訓












50　松田利彦，『日本の植民地支配と警察─ 1905 ～ 1945 年』，598 頁；参考までに 1929 年～ 35 年の
「巡査特種勤務」の年間人員は、1929 年に 168,882 人、1930 年に 168,034 人、1931 年に 183,253 人、
1932 年に 197,458 人、1933 年に 206,130 人、1934 年に 211,483 人、1935 年に 194,708 人であった
（朝鮮總督府警務局，『朝鮮警察槪要』，1936，52-53 頁）。
51　ただし、助長行政は警部以上の階級では通常は参与せず、巡査により遂行されるのが一般的で





された『臺灣の警察』によると、1934 年に台湾の巡査の「援助事務」時間は 693,796 時間
で、それは1日8時間勤務の巡査が年間 300 日勤務すると仮定した場合、226 人に該当す
る 54。④ 1938 年に刊行された『臺灣總督府警察統計書』によると 1937 年に台湾の巡査が
遂行した助長行政は 759,044 時間であった。1937 年現在、平地勤務巡査の総員は 5,243 人、
平地勤務巡査1人当りの助長行政時間は 144.8 時間であった。1日8時間勤務に換算した
助長行政日数は 94,881 日で、1日8時間、1年を 300 日に換算した助長行政人員は 316.2
人であった 55。別の表現をすると、759,044 時間は巡査 316.2 名が全日（full time）勤務し





































1903 4,717 9.04 0.54
1904 4,296 8.37 0.50
1905 4,354 19,158 9.28 0.56
1906 4,412 9.72 0.58
1907 5,029 11.05 0.66
1908 3,952 8.67 0.52
1909 3,787 8.32 0.50
1910 3,867 17,015 7,119 8.83 0.53
1911 3,990 12,656 9.03 0.54
1912 3,903 12,105 8.87 3.08 0.53 0.09
1913 4,682 12,508 10.55 3.34 0.63 0.10
1914 5,059 12,439 11.42 4.95 0.69 0.15
1915 6,503 28,613 12,308 15.05 4.90 0.90 0.15
1916 6,445 12,427 14.58 4.96 0.87 0.15
1917 6,864 12,324 15.60 4.92 0.93 0.15
1918 7,384 12,126 16.67 4.83 1.00 0.15
1919 6,941 14,322 16.07 5.71 0.96 0.17
平均 0.67 0.14
1920 7,407 32,591 17,103 26.36 6.82 1.58 0.21
1921 8,191 19,188 29.05 7.65 1.74 0.23
1922 7,712 19,188 27.35 7.65 1.64 0.23
1923 7,712 19,188 27.44 7.66 1.65 0.23
1924 7,371 17,188 28.46 6.86 1.71 0.21
1925 7,391 32,520 17,188 28.54 6.87 1.71 0.21
1926 6,903 17,188 27.18 6.87 1.63 0.21
1927 6,903 17,188 26.65 6.87 1.60 0.21
1928 7,050 17,383 27.12 6.97 1.63 0.21
1929 7,126 17,483 27.41 7.08 1.64 0.21
1930 7,205 31,702 17,483 27.82 7.09 1.67 0.21
1931 7,376 17,517 28.48 7.11 1.71 0.22
1932 7,399 18,076 29.02 7.34 1.74 0.22
1933 7,492 18,076 29.38 7.39 1.76 0.22
1934 7,468 18,070 29.40 7.55 1.76 0.23
1935 7,519 33,084 18,153 29.49 7.59 1.77 0.23
1936 7,544 18,422 29.94 7.76 1.80 0.24
1937 6,877 19,257 24.83 8.12 1.49 0.25
1938 7,154 31,478 20,326 26.69 8.59 1.60 0.26
1939 7,643 21,552 28.31 9.17 1.70 0.28
1940 7,646 21,592 28.85 9.24 1.73 0.28
平均（全年） 1.23 0.20
1941 6,967 19,937 8.54 0.26
































1903 1.00 0.54 1.54
1904 1.00 0.50 1.50
1905 1.02 0.56 1.58
1906 0.99 0.58 1.57
1907 0.99 0.66 1.65
1908 1.00 0.52 1.52
1909 2.26 0.50 2.75
1910 2.36 0.53 2.89
1911 2.51 0.54 3.05
1912 2.73 0.53 3.26 2.56 0.09 2.65
1913 2.73 0.63 3.36 2.82 0.10 2.92
1914 2.79 0.69 3.48 3.15 0.15 3.30
1915 2.75 0.90 3.65 3.53 0.15 3.68
1916 2.79 0.87 3.66 4.24 0.15 4.39
1917 2.81 0.93 3.74 4.80 0.15 4.95
1918 2.89 1.00 3.89 5.58 0.15 5.73
1919 3.05 0.96 4.01 5.74 0.17 5.94
平均 2.10 0.67 2.77 4.05 0.14 4.20
1920 7.03 1.58 8.61 7.03 0.21 7.24
1921 7.16 1.74 8.90 7.16 0.23 7.39
1922 7.19 1.64 8.83 7.19 0.23 7.42
1923 7.66 1.65 9.31 7.21 0.23 7.44
1924 7.78 1.71 9.49 7.33 0.21 7.54
1925 8.10 1.71 9.81 7.19 0.21 7.40
1926 8.15 1.63 9.78 7.33 0.21 7.54
1927 8.31 1.60 9.91 6.24 0.21 6.45
1928 8.49 1.63 10.12 6.75 0.21 6.96
1929 8.72 1.64 10.36 6.87 0.21 7.08
1930 8.80 1.67 10.47 6.89 0.21 7.10
1931 9.05 1.71 10.76 6.85 0.22 7.07
1932 9.11 1.74 10.85 6.86 0.22 7.08
1933 9.20 1.76 10.96 6.91 0.22 7.13
1934 9.48 1.76 11.24 7.16 0.23 7.39

















1936 10.85 1.80 12.65 8.26 0.24 8.50
平均 8.56 1.69 10.25 7.11 0.22 7.33
1937 10.65 1.49 12.14 8.34 0.25 8.59
1938 11.68 1.60 13.28 8.43 0.26 8.69
1939 12.20 1.70 13.90 9.06 0.28 9.34
1940 12.72 1.73 14.45 9.58 0.28 9.86












年8月 31 日に律令（第 21 号）による〈保甲條例〉、府令（第 87 号）による〈保甲條例施
行規則〉を公布し、保甲制を実施した 58。その基本的な目的は「地方の安寧を維持」する
ことであった（〈保甲條例〉第1条）。














助 60 は、基層行政運用における「伝家の宝刀」のように活用された 61。




などに励行するようにした結果、1902 年末現在、鼠族驅除の総数は 701,286 頭であった。各地の駆
除成績は大変に良好であり、各廰に鼠族驅除方法を通達して同様のやり方で鼠族驅除を実施した結
果、1903 年前半期の6か月間の成績は 2,242,190 頭で、1ヵ月平均 273,698 頭に達することとなっ




















日日新報』（漢文）1905 年 12 月 27 日）。「本廰管轄内には従来 38 區が存在していたが、昨年 10 月


















































らないという主張 68 などが提起されたが、状況は容易に変化しなかった 69。




られており、1913 年度に 968,881 円であった洞里長の手当の総額が 1916 年には 44,121 円に急減し
ていた。その一方で、面書記の給料の総額は 1913 年に 535,272 円で、1916 年には 768,442 円に増
加している（キム・イッハン，「1910 年代日帝の地方支配政策─行政区画統廃合と面制を中心に」，
250 頁）。










年2回の賞与金を支給するとし、担当戸数が 60 戸程度の場合には年 100 円が標準として定められ
た（ユン ･ ヘドン，『地方と自治』，236-237 頁）。
70　1939 年現在、国民精神總動員朝鮮連盟傘下の愛國班の数は 318,924 個、班員数は 4,259,755 人で
あった。愛國班が戸を単位に組織されていたことを考えると、その時点で朝鮮人のほとんどは愛國
班員に編成されていたと言えよう（ユン ･ ヘドン，『地方と自治』，376 頁）。当然、隣保組織とし
ての朝鮮旧来の作統組織を統制と教化、さらには面行政の補助機関として活用しようという試みが
特定の地域で行われることもあったが、少なくとも 1920 年代まではどの地域においても効果的に



































1903 4,085 4,166 8,251 71 15.25
1904 4,817 4,504 9,321 63 18.17
1905 4,828 4,841 9,669 62 3.7 20.62
1906 4,825 4,844 9,669 63 21.30
1907 4,817 4,817 9,634 64 21.17
1908 4,834 4,825 9,659 64 21.18
1909 4,838 4,835 9,673 65 21.26
1910 4,869 4,886 9,755 65 3.7 22.27
1911 4,892 4,861 9,753 66 22.07
1912 4,909 4,847 9,756 37,973 67 78 5.8 22.17 9.66
1913 4,927 4,849 9,776 31,206 67 98 7.1 22.02 8.33
1914 4,942 4,960 9,902 24,712 68 126 22.35 9.83
1915 4,944 4,851 9,795 23,790 69 131 3.7 9.3 22.67 9.47
1916 4,980 4,863 9,843 24,333 69 130 22.27 9.71
1917 4,997 4,871 9,868 24,522 70 131 22.43 9.79
1918 5,009 4,885 9,894 29,743 70 109 22.33 11.86
1919 5,072 4,940 10,012 29,836 70 109 23.18 11.89
1920 5,114 4,962 10,076 29,698 70 111 3.6 7.4 38.46 11.85
1921 5,125 4,963 10,088 29,455 71 112 38.36 11.75
1922 5,151 5,001 10,152 29,505 71 114 38.60 11.77
1923 5,154 5,006 10,160 29,676 72 115 38.63 11.85
1924 5,161 4,997 10,158 29,563 73 116 39.22 11.81
1925 5,161 5,012 10,173 29,045 74 124 3.5 7.6 39.28 11.60
1926 5,175 5,019 10,194 29,681 75 122 40.13 11.86
1927 5,182 5,021 10,203 29,873 76 121 39.39 11.93
1928 5,188 5,025 10,213 29,957 77 121 39.28 12.02
1929 5,197 5,034 10,231 30,045 79 122 39.35 12.17
1930 5,216 4,958 10,174 30,019 81 127 3.5 7.4 39.28 12.17
内で一定の基盤を確保している人物が配置されていたということを表しているもの」であると把握
している（キム・イッハン，「1930 年代日帝の地方支配と面行政」，243-247 頁）。
71　保正と甲長の人員は『臺灣總督府警察統計書』（1910 ～ 1942 年），『臺灣總督府民政事務成績提
要』（1905 ～ 1909 年），『臺灣慣習記事』（1903 ～ 1904 年）に従った。區長人員は『統計書』（各年




























1931 5,236 5,053 10,289 30,084 82 127 39.73 12.21
1932 5,295 5,103 10,398 30,244 84 129 40.78 12.27
1933 5,360 5,151 10,511 30,472 84 130 41.22 12.46
1934 5,383 5,178 10,561 30,582 86 131 41.58 12.78
1935 5,472 5,254 10,726 30,937 86 134 3.4 7.1 42.06 12.93
1936 5,306 5,302 10,608 31,224 89 134 42.10 13.15
1937 5,611 5,378 10,989 31,551 88 134 39.67 13.31
1938 5,649 5,391 11,040 31,696 89 135 41.19 13.40
1939 5,756 5,527 11,283 32,825 89 131 41.79 13.97
1940 5,812 5,577 11,389 39,083 91 113 3.2 5.6 42.98 16.72
1941 6,147 5,901 12,048 50,248 89 91 3.0 4.4 − 21.53




















1903 1.00 1.54 15.25 17.79
1904 1.00 1.50 18.17 20.67
1905 1.02 1.58 20.62 23.22
1906 0.99 1.57 21.30 23.86
1907 0.99 1.65 21.17 23.81
1908 1.00 1.52 21.18 23.70
1909 2.26 2.75 21.26 26.27
1910 2.36 2.89 22.27 27.52
1911 2.51 3.05 22.07 27.63
1912 2.73 3.26 22.17 28.16 2.56 2.65 9.66 14.87
1913 2.73 3.36 22.02 28.11 2.82 2.92 8.33 14.07
1914 2.79 3.48 22.35 28.62 3.15 3.30 9.83 16.28
1915 2.75 3.65 22.67 29.07 3.53 3.68 9.47 16.68
1916 2.79 3.66 22.27 28.72 4.24 4.39 9.71 18.34
1917 2.81 3.74 22.43 28.98 4.80 4.95 9.79 19.54
1918 2.89 3.89 22.33 29.11 5.58 5.73 11.86 23.17
1919 3.05 4.01 23.18 30.24 5.74 5.94 11.89 23.57
平均 2.10 2.77 21.34 26.20 4.05 4.20 10.07 18.32
1920 7.03 8.61 38.46 54.10 7.03 7.24 11.85 26.12
1921 7.16 8.90 38.36 54.42 7.16 7.39 11.75 26.30
1922 7.19 8.83 38.60 54.62 7.19 7.42 11.77 26.38
1923 7.66 9.31 38.63 55.60 7.21 7.44 11.85 26.50
1924 7.78 9.49 39.22 56.49 7.33 7.54 11.81 26.68
1925 8.10 9.81 39.28 57.19 7.19 7.40 11.60 26.19
1926 8.15 9.78 40.13 58.06 7.33 7.54 11.86 26.73
1927 8.31 9.91 39.39 57.61 6.24 6.45 11.93 24.62
1928 8.49 10.12 39.28 57.89 6.75 6.96 12.02 25.73
1929 8.72 10.36 39.35 58.43 6.87 7.08 12.17 26.12
1930 8.80 10.47 39.28 58.55 6.89 7.10 12.17 26.16
1931 9.05 10.76 39.73 59.54 6.85 7.07 12.21 26.13
1932 9.11 10.85 40.78 60.74 6.86 7.08 12.27 26.21
1933 9.20 10.96 41.22 61.38 6.91 7.13 12.46 26.50





















1935 10.45 12.22 42.06 64.73 7.63 7.86 12.93 28.42
1936 10.85 12.65 42.10 65.60 8.26 8.50 13.15 29.91
平均 8.56 10.25 39.85 58.66 7.11 7.33 12.15 26.59
1937 10.65 12.14 39.67 62.46 8.34 8.59 13.31 30.24
1938 11.68 13.28 41.19 66.15 8.43 8.69 13.40 30.52
1939 12.20 13.90 41.79 67.89 9.06 9.34 13.97 32.37
1940 12.72 14.45 42.98 70.15 9.58 9.86 16.72 36.16




３」と「面当りの行政人員３」を見ると、1919 年までは 26：18、1919 年～ 1936 年には



































３並びに付表4を見ると、警察官署当りの担当面積は台湾が 24km2、朝鮮が 94km2 であ
り、警察1人当りの担当人口は台湾が 550 人、朝鮮が 1,119 人であり、1人当りの警察費
































合・自警団などの組織が実施され、1923 年8月までに約 12,000 組、140 万人が「警察協















































































































と地域主体性」，川喜田敦子 · 西芳実編著，『歷史としてのレジリエンス─戦争 · 独立 · 災害』，京
都大学出版会，2016；野口真弘，『植民地台湾の自治─自律的空間への意思』，早稲田大学出版部，
2017）。それだけでなく、植民地時代の官吏の内（民族別の区分を正確に把握できない面里員を
除く）朝鮮人の比率は概ね 40% 代と高い水準で、1942 年には 48.9% にまで達した（キム ･ ジェ
ホ，「第8章：政府部門」，キム ･ ナクニョン編，『韓国の長期統計：国民計定1911-2010』（改訂
版），ソウル大學校出版文化院，2012，189-190 頁）。植民地台湾の官公吏の構成は 1945 年初頭
に勅任した 161 人中、台湾人1人（臺北帝大醫大教授 ･ 杜聰明）、主任官 2,121 人中、台湾人 29
人（1.4%）、判任官 21,298 人中、台湾人 3,726 人（17.6%）程度と劣悪な状況であった（吳文星，
『日治時期臺灣的社會領導階層』，五南，2008，174 頁）。1942 年に勅任官 172 人中、朝鮮人 39


























広域（行政）機関 都道府縣 縣廳→廳→州廳 道
中間（行政）機関 郡 辨務署→支廳→郡 府郡（島）
末端（行政）機関 町村 街庄→區→街庄 面
















































1910 634,518 3,299,493 2,804,103 15,474,093
1911 645,454 3,369,270 2,879,870 15,666,102
1912 655,567 3,435,170 2,959,968 15,866,837
1913 665,812 3,502,173 3,045,586 16,070,177
1914 673,173 3,554,353 3,121,781 16,276,182
1915 673,555 3,569,842 3,117,962 16,484,895
1916 678,511 3,596,109 3,167,362 16,712,480
1917 688,024 3,646,529 3,205,767 16,913,909
1918 692,394 3,669,687 3,237,961 17,117,678
1919 700,924 3,714,899 3,255,551 17,323,970
1920 709,026 3,757,838 3,292,979 17,532,731
1921 718,317 3,835,811 3,308,614 17,747,352
1922 725,779 3,904,692 3,359,552 18,005,686
1923 733,597 3,976,098 3,404,181 18,265,757
1924 740,238 4,041,702 3,433,081 18,529,596
1925 754,084 4,147,462 3,609,624 18,797,267
1926 765,660 4,241,759 3,614,505 19,088,719
1927 777,240 4,337,000 3,618,089 19,365,048
1928 789,695 4,438,084 3,626,889 19,645,573
1929 803,666 4,548,750 3,661,118 19,930,153
1930 820,889 4,679,066 3,821,564 20,218,845
1931 839,856 4,803,976 3,831,179 20,520,802
1932 867,977 4,929,962 3,912,121 20,854,906
1933 885,473 5,060,507 3,952,049 21,194,479
1934 905,519 5,194,980 4,010,606 21,539,558






ただし、1939 年～ 1942 年の台湾戸数と人口は『統計書』（各年度）、1939 年の朝鮮戸口は『統計年






戸口 人口 戸口 人口
1936 945,115 5,451,863 4,178,929 22,273,235
1937 968,519 5,609,042 4,227,117 22,535,630
1938 987,374 5,746,959 4,271,308 22,801,118
1939 1,007,624 5,895,854 4,296,524 24,034,000
































1910 35,961 3,299 6,616 1,051 34 499 5.44 3,892 1.18 108.1
1911 3,369 7,201 1,051 34 468 4.99 5,312 1.58 147.6
1912 3,435 6,922 1,055 34 496
1913 3,502 8,047 1,055 34 435
1914 3,554 7,671 1,062 34 463 4.69 7,098 2.00 197.2
1915 3,570 7,142 1,776 20 500
1916 3,596 7,103 1,835 20 506
1917 3,647 7,535 1,849 20 484
1918 3,670 7,535 1,849 20 487
1919 3,715 7,587 1,826 20 490 4.74 6,038 1.63 167.7
1920 3,758 7,412 1,823 20 507
1921 3,836 8,196 1,724 21 468 4.39 11,436 2.98 317.7
1922 3,905 7,712 1,680 21 496
1923 3,976 7,712 1,666 22 505
1924 4,042 7,371 1,656 22 537
1925 4,147 7,391 1,604 22 550
1926 4,242 7,403 1,612 22 561
1927 4,337 7,408 1,599 22 585
1928 4,438 7,582 1,623 22 585 4.74 10,544 2.38 292.9
1929 4,549 7,658 1,624 22 594
1930 4,679 7,763 1,611 22 603 4.63 10,925 2.33 303.5
1931 4,804 7,934 1,625 22 605 4.53 10,752 2.24 298.7
1932 4,930 7,958 1,633 22 619 4.52 10,444 2.12 290.1
1933 5,061 8,058 1,647 22 628 4.46 10,557 2.09 293.3
1934 5,195 8,035 1,656 22 647 4.48 10,691 2.06 297.0
1935 5,316 8,096 1,654 22 657 4.44 10,806 2.03 300.2
1936 5,452 8,122 1,655 22 671 4.43 10,944 2.01 304.0
1937 5,609 7,412 1,683 21 757 4.85 11,481 2.05 318.9
平均 35,961 4,201 7,592 1,578 24 550 4.67 9,351 2.05 259.8



































1910 220,792 15,474 7,713 1,135 195 2,010 28.6
1911 15,666 13,756 1,613 137 1,140 16.1
1912 15,867 13,166 1,649 134 1,206 16.8
1913 16,070 13,654 1,700 130 1,175 16.2
1914 16,276 13,632 1,748 126 1,195 16.2
1915 16,485 13,501 1,773 125 1,222 16.3
1916 16,712 13,662 1,787 124 1,225 16.2
1917 16,914 13,567 1,816 122 1,248 16.3
1918 17,118 13,380 1,861 119 1,281 16.5 8,004 0.47 36
1919 17,324 15,392 2,761 80 1,126 14.3 17,735 1.02 80
1920 17,533 18,376 2,761 80 954 12.0 23,946 1.37 108
1921 17,747 20,750 2,980 74 855 10.6 21,965 1.24 99
1922 18,006 20,771 2,959 75 867 10.6 22,256 1.24 101
1923 18,266 20,647 3,049 72 885 10.6 22,068 1.21 100
1924 18,530 18,458 2,999 74 1,004 12.0 21,974 1.19 100
1925 18,797 18,458 2,881 77 1,018 12.0 19,670 1.05 89
1926 19,089 18,462 2,863 77 1,034 12.0 19,768 1.04 90
1927 19,365 18,462 2,879 77 1,049 12.0 20,124 1.04 91
1928 19,646 18,670 2,915 76 1,052 11.8 20,309 1.03 92
1929 19,930 18,811 2,926 75 1,059 11.7 20,997 1.05 95
1930 20,219 18,811 2,903 76 1,075 11.7 20,925 1.03 95
1931 20,521 18,769 2,930 75 1,093 11.8 20,147 0.98 91
1932 20,855 19,328 2,948 75 1,079 11.4 19,578 0.94 89
1933 21,194 19,328 2,971 74 1,097 11.4 19,799 0.93 90
1934 21,540 19,326 3,029 73 1,115 11.4 19,317 0.90 87
1935 21,890 19,409 2,976 74 1,128 11.4 19,837 0.91 90
1936 22,273 19,724 2,993 74 1,129 11.2 20,070 0.90 91
1937 22,536 20,642 3,038 73 1,092 10.7 20,780 0.92 94
1938 22,801 21,782 3,125 71 1,047 10.1
平均 220,792 18,781 17,255 2,551 94 1,119 13.44 19,963 1.02 90
94　面積は『統計年報』（1938 年版）に提示された総面積 220,792km2 を基準とした（朝鮮の総面積は
台湾の総面積の約 6.14 倍）。人口は溝口敏行・梅村又次編，『旧日本植民地経済統計─推計と分析』
（256 頁）に依拠した。警察人員統計はムン・ミョンギ「台湾 ･ 朝鮮の『植民地近代』の格差─警






1917 年 街庄（台湾） 市町村（内地） 面（朝鮮）
平均人口（人） 7,824 4,494 6,600
平均面積（方里 /km2）（水越幸一） 2.78 44 2.00 32 8.60 138
平均面積（方里 /km2）（筆者） 4.94 81 2.01 32 5.48 88
付表６　台湾の地方行政体系の変化：1895 ～ 194596
時期 編制 行政体系











































































1里を4km と見なすと、1方里は約 16km2 となる。ただし、姜再鎬は 1914 年4月現在の面当り
平均面積を 5.67 方里（91km2）と提示している（姜再鎬，『植民地朝鮮の地方制度』，178 頁）。1914
年の面長は 2,514 人、1917 年の面長は 2,504 人で、朝鮮の総面積を 220,792km2（『統計年報（1938
年版）』）とするならば、1914 年と 1917 年の面当りの平均面積は約 88km2 となる。したがって、カ
ン・ジェホが提示するものが実際の数値に近い。1917 年の台湾の街庄長は全 440 人、総面積は
35,961km2（『統計書（1938 年版）』）であり、台湾の街庄当りの面積は約 81km2 となる。日本内地
の場合、1917 年の市町村のデータを筆者は持っていないが、把握可能な 1922 年の市町村を 12,315
個（橫道淸孝，「日本における市町村合併の進展」，『アップ · ツー · デートな自治関係の動きに関す
る資料（No.1）』，財団法人 · 自治体国際化協会，2007，13 頁）とし、内地の総面積 24,794 方里（＝
396,704km2）を平均すると、市町村当たりの平均面積は 32.21km2 となる。つまり、水越幸一の提
示する数字が一致するのは日本の内地のみとなる。なぜこのような誤謬が生じるのかは不明だ。ま
た、街庄の設置基準は 1901 年の時点で戸数が 700 ～ 1,500 個（戸当り5人として計算すると 3,500 ～
7,500 人）、面積は2方里（＝ 32km2）であった（｢街庄區域｣，『臺灣日日新報』1901 年 12 月7日）。
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